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令 和 元 年 度 決 算 に 基 づ く 健 全 化 判 断 比 率 

及 び 資 金 不 足 比 率 の 審 査 意 見 に つ い て 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

第３条第１項及び同法第２２条第１項の規定に基づき、審査に付された

令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について審査

をしたので、その結果について次のとおり意見を提出します。 
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  ( △  )……負の数 

 



 1

令和元年度決算に基づく 

健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 
 
 

第１ 審査の対象 

令和元年度決算に基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、

実質公債費比率、将来負担比率）、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

令和２年７月１７日から令和２年８月７日まで 

 

第３ 審査の方法 

提出された健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類が、適正に作成されているかどうかの確認を行い、あわせて関係

職員の説明を聴取した。 

 

第４ 審査の結果 

  １ 健全化判断比率 

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、いずれも適正に作成されているものと認めた。 

また、いずれの比率も早期健全化基準を下回っていた。 

 

  ２ 資金不足比率 

    審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類は、いずれも適正に作成されているものと認めた。 

また、いずれの公営企業会計においても、資金不足額が生じておらず、資

金不足比率は、経営健全化基準を下回っていた。 
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１ 健全化判断比率 

（１）令和元年度決算に基づく比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１  実質赤字比率については、実質赤字額が生じていない場合には、「－」で表記して

いる。 

※２ 連結実質赤字比率については、連結実質赤字額が生じていない場合には、「－」で

表記している。 

※３ 将来負担比率については、将来負担額を上回る充当可能財源等がある場合には、「－」

で表記している。 

※４  将来負担比率に係る財政再生基準はないため、「斜線」で表記した。 

※５  早期健全化基準及び財政再生基準の数値は、地方公共団体の財政の健全化に関する 

法律等で定められた数値である。 

 

 （２）比率の詳細 

   ア 実質赤字比率について 

実質赤字比率とは、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に

対する比率である。 

一般会計等の決算収支を総合すると、実質赤字比率は△7.85％で、実質

赤字額は生じていない。（実質収支が黒字の場合は「△」の表記となる。） 

 

【実質赤字比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

実 質 赤 字 比 率 △7.85％ △8.10％ △8.34％ 

 

   イ 連結実質赤字比率について 

連結実質赤字比率とは、すべての会計を対象とした実質赤字の標準財政

規模に対する比率である。 

すべての会計の決算収支を総合すると、連結実質赤字比率は △26.40％

で、連結実質赤字額は生じていない。（連結実質収支が黒字の場合は「△」

の表記となる。） 

比 率 名 
令和元年度決算に 

基づく比率 （％） 

判 断 基 準 

早期健全化基準 

  （％） 

財政再生基準

（％） 

実 質 赤 字 比 率        － 11.25 20.00 

連結実質赤字比率        － 16.25 30.00 

実質公債費比 率 4.5 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率  － 350.0  
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【連結実質赤字比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

連結実質赤字比率 △26.40％ △27.25％ △27.35％ 

 

   ウ 実質公債費比率について 

実質公債費比率とは、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還

金の標準財政規模に対する比率の３か年平均である。 

     令和元年度（平成２９年度から令和元年度までの各年度の比率の３か年

平均）は 4.5％となり、早期健全化基準の 25.0％を下回っている。 

 

【実質公債費比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

実質公債費比率   4.5％  4.7％  4.6％ 

 

   エ 将来負担比率について 

将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財

政規模に対する比率である。 

     令和元年度末における将来負担比率は△23.5％である。（将来負担額を上

回る充当可能財源等がある場合は「△」の表記となる。） 

 

【将来負担比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

将 来 負 担 比 率 △23.5％ △29.4％ △25.0％ 
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 ２ 資金不足比率 

 （１）令和元年度決算に基づく比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１  各会計において、資金不足額が生じていない場合には、「－」で表記している。 

※２  経営健全化基準の数値は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律等で定められ 

た数値である。 

 

（２）比率の詳細 

資金不足比率とは、公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対す

る比率である。 

すべての公営企業会計において、資金不足額は生じていない。（資金剰余額

がある場合は「△」となる。） 

なお、各会計における比率は以下のとおりである。 

   ア 病院事業会計 

資金不足比率は、△29.6％である。 

 

【資金不足比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

資 金 不 足 比 率 △29.6％ △31.4％ △35.7％ 

 

   イ 中央卸売市場事業会計 

資金不足比率は、△206.9％である。 

 

【資金不足比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

資 金 不 足 比 率 △206.9％ △183.5％ △149.9％ 

 

会  計  名 
令和元年度決算に 

基づく比率  （％） 

判 断 基 準 

経営健全化 

基準 （％） 

病院事業会計        － 

20.0 

中央卸売市場事業会計        － 

水道事業会計        － 

下水道事業会計        － 

廃棄物発電事業特別会計        － 

食肉地方卸売市場事業特別会計        － 

観光事業特別会計        － 
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   ウ 水道事業会計 

資金不足比率は、△56.5％である。 

 

【資金不足比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

資 金 不 足 比 率 △56.5％ △58.7％ △58.7％ 

 

   エ 下水道事業会計 

資金不足比率は、△41.6％である。 

 

【資金不足比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

資 金 不 足 比 率 △41.6％ △45.4％ △44.1％ 

 

   オ 廃棄物発電事業特別会計 

資金不足比率は、△17.7％である。 

 

【資金不足比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

資 金 不 足 比 率 △17.7％ △16.5％ △24.8％ 

 

   カ 食肉地方卸売市場事業特別会計 

資金不足比率は、0％である。 

 

【資金不足比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

資 金 不 足 比 率 0％ 0％ 0％ 

 

   キ 観光事業特別会計 

資金不足比率は、0％である。 

 

【資金不足比率の年度別推移】 

区 分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

資 金 不 足 比 率 0％ 0％ 0％ 
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（資料） 令和元年度決算に基づく各比率の算定式 

 

＜健全化判断比率＞ 

①実質赤字比率 

一般会計等の実質赤字額   △6,569,926 千円 

   △7.85％ ＝                           ×100 

           標準財政規模         83,675,421 千円 

 

②連結実質赤字比率 

連結実質赤字額       △22,096,035 千円 

  △26.40％ ＝                             ×100 

           標準財政規模         83,675,421 千円 

 

③実質公債費比率 

          4.24268(元年度)＋4.58026(30 年度)＋4.82155(29 年度) 

    4.5％ ＝    

                    3 

 

④将来負担比率 

 (将来負担額 182,598,387 千円)－(充当可能財源等 200,007,355 千円) 

△23.5％ ＝                          ×100 

             (標準財政規模 83,675,421 千円)－(算入公債費等 9,736,458 千円) 

 

 

＜資金不足比率＞ 

                  資金の不足額  △5,482,194 千円 

病 院 事 業 会 計 △29.6％ ＝                  ×100 

                  事業の規模      18,518,766 千円 

 

                 資金の不足額    △864,507 千円 

中央卸売市場事業会計△206.9％ ＝                 ×100 

                 事業の規模         417,695 千円 

 

                     資金の不足額  △2,974,833 千円 

水 道 事 業 会 計 △56.5％ ＝                  ×100 

                 事業の規模     5,256,124 千円 
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                 資金の不足額  △2,396,856 千円 

下 水 道 事 業 会 計 △41.6％ ＝                  ×100 

                 事業の規模    5,754,178 千円 

 

                 資金の不足額    △45,255 千円 

廃棄物発電事業特別会計 △17.7％ ＝                  ×100 

                 事業の規模         254,748 千円 

 

                 資金の不足額               0 円 

食肉地方卸売市場事業特別会計   0％ ＝                  ×100 

                 事業の規模          66,308 千円 

 

                 資金の不足額         0 円 

観 光 事 業 特 別 会 計      0％ ＝                  ×100 

                 事業の規模     299,991 千円 



各比率の対象範囲

育 英 資 金 貸 付 事 業
特 別 会 計

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 事 業 特 別 会 計

薬 科 大 学 附 属 薬 局
事 業 特 別 会 計

競 輪 事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

介護保険事業特別会計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業
特 別 会 計

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

病 院 事 業 会 計

中央卸売市場事業会計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

廃棄物発電事業特別会計

食肉地方卸売市場事業
特 別 会 計

観 光 事 業 特 別 会 計

岐阜羽島衛生施設組合

岐 阜 地 域 児 童 発 達
支 援 セ ン タ ー 組 合

木 曽 川 右 岸 地 帯 水 防
事 務 組 合

岐阜県市町村会館組合

岐 阜 県 後 期 高 齢 者
医 療 広 域 連 合

岐 阜 市 土 地 開 発 公 社地方公社・第三セクター等

一
般
会
計
等

公
営
事
業
会
計

一般会計等に属す
る特別会計

一般会計等以外の
特別会計のうち公
営企業に係る特別
会計以外の特別会
計

一般会計

一部事務組合・広域連合

法
適
用
企
業

法
非
適
用
企
業

公
営
企
業
会
計

公営企業に係る
会計

実
質
赤
字
比
率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率
資
金
不
足
比
率

将

来

負

担

比

率
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